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	送信先
	各地方本部
	担当部局
	道民運動部（山木・佐々木）

	送信日時
	２０１０年１０月２８日（木）15時45分
	文書種類
	情 報 ・ 発 信 ・ 指 示

	タイトル
	環太平洋連携協定をめぐる情勢と政府等への要請文送付の取り組みについて


※　各地方本部止め、組合事務所にＦＡＸを有する単組・総支部にのみ地方本部よりＦＡＸで指示をお願いします。
２０１０年１０月２８日
各　地方本部・単組・総支部執行委員長　　様

自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　潔
　連日の取り組みに敬意を表します。

　さて、表記行動について、平和フォーラムに結集する各組織へ取り組みの要請がありました。

　１０月１日の所信表明演説で、菅直人首相は環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）への参加を検討することを表明しました。そして、１１月１３日～１４日に横浜で開催されるアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）において参加を表明する方針と言われています。

　ＴＰＰは２００６年に発行した自由貿易協定（ＦＴＡ）で、現在はシンガポールや二ユージーランド、ブルネイ、チリの４カ国が参加しています。今後、米国やオーストラリア、ペルー、ベトナム、マレーシアなどが参加を表明しています。

　日本がこれまで結んできた経済連携協定（ＥＰＡ）は、農産物などを関税撤廃の例外にして国内農業の振興と貿易の両立をめざしてきました。しかし、ＴＰＰは関税の完全撤廃をめざす広域的な自由貿易協定であるため、米や小麦、砂糖、畜産物なども関税ゼロで輸入される可能性があります。これらにより、日本が農産物の関税を撤廃すれば、国内農業の生産額は４兆１０００億円も減少し、食料自給率は１４％に下がるという試算もされています。

　政府が今年３月に閣議決定した「食料・農業・農村基本計画」では、「ＥＰＡ、ＦＴＡについて、食の安全・安定供給、食料自給率の向上、国内農業・農村の振興等を損なうことを行わないことを基本に取り組む」としています。今回のＴＰＰへの参加表明は、基本計画と大きく矛盾するものです。

　つきましては、平和フォーラムからの要請に応え、食料・農業政策に多大に影響を及ぼすＴＰＰについては、慎重な検討を要求するため、別記の通り、首相や外務・農林水産大臣に対して要請文送付（メール・ＦＡＸ打電）の取り組んでいただきますようお願いいたします。

記

１．政府（首相、外務省、農林水産省）に対する要請文（打電）の送付先

　政府（首相官邸、外務省、農林水産省）に対して要請文の送付（メール・ＦＡＸの打電）活動に取り組まれるよう要請します。

①首相官邸　内閣総理大臣　菅　直人　様

ＦＡＸ＝０３－３５８１－３８８３（代表）

Ｅメール＝首相官邸のサイトhttp://www.kantei.go.jp/jp/iken.html「ご意見募集」から書き込み

なお、上記のサイトから農水省、外務省へもメール送信できます。

②外務省　外務大臣　前原　誠司　様

ＦＡＸ＝０３－５５０１－８４３０（外務省代表）

Ｅメール＝外務省のサイトhttps://www3.mofa.go.jp/mofaj/mail/qa.html「ご意見・ご感想コーナー」から書き込み

③農林水産省　農林水産大臣　鹿野　道彦　様

ＦＡＸ＝０３－５５１１－８７７３（農林水産省国際部経済連携チーム）

Ｅメール＝農水省のサイトhttps://www.contact.maff.go.jp/voice/sogo.html「ご意見・お問い合わせ窓口」から書き込み 

２．要請内容

　要請内容は次の事項を参考にしてください。

①　ＴＰＰは日本の食料・農林水産業に多大な影響を及ぼすことから、慎重に検討すること

②　「食料・農業・農村基本計画」や民主党の政権政策を逸脱するものであること

③　各国の食料主権を尊重し、農業基盤の維持拡大によって食料自給率向上と食料安全保障の確保をはかること

３．取り組み期間

　１１月上旬に方針決定が行われる見通しであることから、取り組み期間は１１月５日（金）までとします。大変緊急な取り組みとなりますことをご了承下さい。

４．報告

抗議打電行動を行った地方本部、単組・総支部は、実施状況を１１月１０日（水）までに別紙により、自治労北海道本部総合政策局自治体政策部（山木）まで報告をお願いします。

【別紙】
環太平洋連携協定をめぐる情勢と政府等への要請行動報告
　　地方本部名　　　　　　　　　　　　単組・総支部名　　　　　　　　　　　　
	打電先
	首相官邸
	外務省
	農水省

	打電行動実施の有無
	
	
	


· 抗議打電行動を行った先に「○」を記入してください。

　 
送信先：ＦＡＸ　０１１－７００－２０５３（道本部自治体政策部：山木）
以　上

